第６回東京都健康推進プラン２１評価推進戦略会議　議事要旨
日時：平成２０年７月２８日（月曜日）午後５時から７時１３分まで
場所：都庁第一本庁舎３３階　特別会議室Ｎ１

欠席：土谷委員、佐藤委員
〔議事次第〕
○　座長選出

○　議題

　１　健康推進プラン２１新後期５か年戦略について

　２　都民の健康状況について

　３　都の取組について

〔座長選出〕
　座長：河原委員　副座長：錦戸委員

【議題１　健康推進プラン２１新後期５か年戦略について】
〔事務局説明〕
　　・新後期５か年戦略の概要とこれまでの経緯、戦略会議の役割について説明

　　　・部会の継続設置と２０年度の会議スケジュール案について説明
〔意見〕
＊　近藤委員：新後期５か年戦略の２５ページに、平成１４年度調査で、全国の糖尿病の有病者数が1620
万人と推計されているが、さらに増えている現状がある。一層心して取りかからないといけない。

＊　河原座長：全国人口の１０分の１が都民であるため、都の役割は大きい。特定健診・保健指導に関しては、特にその進捗状況、進め方、あるいは評価の仕方などを、特定健診・保健指導検討部会で検討していく必要がある。

⇒部会の継続設置、平成２０年度の会議スケジュールについて、了承。

〔事務局説明〕　　・「東京都がん対策推進計画」の概要について説明

　　　

〔質疑〕
＊　古橋委員：目標５に「科学的効果の明らかな方法による検診」と記載されているが、具体的にはどういうことか。

→　事務局　：厚生労働省が示している５がん（胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん）の各指針に従った検診の実施を考えている。

＊　杉田委員：区市町村のがん検診の受診率が落ちているという新聞記事が出ていたが、どう考えているか。

→　事務局　：自治体において、メタボリックシンドロームの健診の実施により、がん検診の予算や補助金を削る考えがあるというような記事だったが、今のところ東京都の自治体の中で、糖尿病あるいはメタボリックシンドロームの予防対策を進めることで、がん検診の予算を削るという自治体は聞いていない。一部負担金の導入等を考えているところはあるとは思う。

→　杉田委員：東京都の中ではこういう動きは今はないと捉えてよいか。

→　事務局　：東京都では承知していない。

→　古橋委員：国分寺市では、がん検診の受診率の向上を方針として持っており、今のところ予算の制限等はない。

＊　内藤委員：がんの拠点病院と認定病院の連携会議が開かれているが、その会議との連携は図られているか。

→　事務局　：医療政策部が開催している「がん診療連携協議会」で検討している。「がんの死亡率の減少」という各計画の目標達成に向け、情報を共有しながら連携して進めていきたい。

→　内藤委員：情報共有し、連携して進めて欲しい。

→　事務局　：特に検診を受けた後の精密検診を、できるだけ、また、きちんとした形で受診して欲しいため、拠点病院や連携病院などとの連携の機会を増やしていく必要がある。

＊　河原座長：がん検診の受診率について、日本では実態をきちんとつかめていない。対象者の把握の仕方が市町村で異なるため、単純に市町村間の比較はできない。また、職域におけるがん検診の実態を全くつかめていない。がん検診の実施主体の見直しもあるのではないか。
【議題２　都民の健康状況について】
〔事務局説明〕
・都民の健康状況について、共通認識を図るため、直近の３つの調査結果を報告

◇　平成１８年度都民健康・栄養調査結果

◇　平成１８年度基本健康診査の状況

◇　平成１９年度働きざかり世代の生活習慣病実態調査結果

〔質疑〕

＊　近藤委員：都民健康・栄養調査結果について、都民１，２７０万人に対し、調査対象者８２１人では統計学的に少し無理があるし、協力者は元気な方が多いのではないか。また、夕食の開始時間が午後９時以降になるのは東京の会社の状況からすると仕方ない。朝食の欠食や、食事のバランスが課題。また運動に関する意識の項目があるが、「運動」と「身体活動」で分けてみると、身体活動量は多いが、運動量は少ない人が沢山いる。東京都は、坂や階段等が非常に多いため、通勤の、特に帰り道がこれからの鍵になるのでは。今後、特定健康診査の質問票のデータが上がってくると、身体活動の度合いが少しわかってくる。また通勤途上を利用したポピュレーションアプローチができるのではないか。

＊　内藤委員：今までの基本健康診査では、総コレステロールが検査項目にあったが、特定健康診査ではＬＤＬコレステロールである。これまでとは違う見方をしていかなければいけない。どのように考えていくのかを、これから検討していかなければならない。

→　事務局　：データの把握方法も含め、今後の検討課題であると認識している。

＊　錦戸副座長：働きざかり世代の生活習慣実態調査の３０～４０歳代男性従業員の調査結果について、定期健診結果で指摘のあった人や、保健指導のデータ等について、事業所規模ごとの分析をしているか。

→　事務局　：事業所の規模ごとに分析している。

→　錦戸副座長：今後働きざかり世代を含めて、都民の健康づくりを進めていく際に、事業所規模ごとで健康支援のスタッフの状況等が異なるため、この調査データを詳細に分析した上で対策を考えるとよい。

→　事務局　：健診結果で指摘ありの方で、食事や生活習慣の改善の指導を受けたという方は、大規模事業所が５２．４％なのに対し、中規模で３７．１％、小規模で３７．３％と大規模事業所の方が高い傾向にある。特に小規模事業所では健康支援スタッフの設置が義務づけられていないため、地域職域の連携の中で、地域産業保健センター等の活用についても、東京都としてお願いをしていきたい。

＊　高野委員：働きざかり世代の生活習慣実態調査について、通勤時間の調査項目はあるか。

→　事務局　：通勤時間の調査項目はある。大規模事業所では３０分未満が少なく、小規模事業所では３０分未満が多いという傾向がある。小規模事業所では職住近接で、若干通勤時間が短いという傾向はあるかもしれないが、居住地の調査は行っていないため、詳細は不明。

＊　加藤委員：平成１８年度基本健康診査の各区市町村別の受診率について、１００％から１１．６％と受診率にかなりの開きがあるが、どう理解したらよいか。

→　事務局　：この区市町村別の受診率の母数となる対象人口については、職域等での受診機会のある方を除外するため、東京都が実施している対象人口率調査に基づいて、各区市町村ごとに対象人口率を乗じて算定している。受診率は、その対象人口に対する基本健康診査の受診者数の割合であり、概ね現状値と考えている。

→　河原座長：受診率の問題もそうだが、全国的な問題として、試薬や検査方法等、基本健康診査の結果の判定基準自体が自治体ごとに異なっていた。また、医師の判断によって異なることもあった。それを変えようとしているのが、特定健康診査で、対象集団の明確化や検査の精度管理、あるいは判定基準を明確化し、基本健康診査の課題を修正しようとしている。そのため、この基本健康診査の資料は参考と考えてよい。

→　内藤委員：基本的に基本健康診査は、医療機関を受診中の人は受診できない条件を付している区市町村が多いため、本来受診率１００％はあり得ない。区市町村で対象者から治療中の人を厳密に除くと、受診率は変わってくる。資料は参考とした方がよい。

＊　河原座長：近藤委員から指摘のあった、都民健康・栄養調査の調査対象の８２１人というのは、これだけしか予算化されなかったのか。

→　事務局　：もともと国民健康・栄養調査として実施しているので、調査地域等については、国から指定がある。８２１人はご協力いただいた方の人数であるが、検査にご協力いただく時間帯や細かい調査項目などにより、ご協力いただける都民数が減ってきている。統計調査的には対象数が少ない状況ではあるが、一つの調査結果であり、国民健康・栄養調査結果とほぼ同じ傾向にある。また、新後期５か年戦略を策定する際は、糖尿病・メタボリックシンドロームの状況については、この調査結果だけでなく、過去の同調査結果を合わせて推計している。
＊　河原座長：国際的にはＢＭＩの数字の後にｋｇ／㎡と単位をつける流れがある。
【議題３　都の取組について】
〔事務局説明〕
　　・新後期５か年戦略の３つの重点課題のうち「糖尿病・メタボリックシンドロームの予防」の今年度の都の取組について説明。

〔意見〕

＊　飯山委員：東京都保険者協議会事務局の立場で、特定健康診査の現状について報告したい。島しょを除き、都内５３区市町村保険者中、７月２５日時点で地元地区医師会と特定健康診査の委託契約を締結した地域が４４か所。また、区市町村国保のベースを活用した集合契約については、４７の地区医師会との間で概ね合意となっているが、契約には至っていない。保険者協議会でこの進行について検討しているが、集合契約は手続きが複雑で交渉ごとも多い。また特定健康診査のシステムも構築しなければいけない。それに加えて、２５年には後期高齢者医療への支援金のプラスマイナス10％の加算計算が出てくる。国に対しこの加算減算制度の廃止や特定健康診査制度そのものの簡便化について、要望しようと考えている。

＊　加藤委員：目黒区の場合、特定健康診査については、地区医師会と契約し、既に６月に受診票を全て発送しており、徐々に始まっている。

＊　大久保委員：狛江市の場合、１９年度中に地区医師会と話し合いを行っており、誕生月により受診票を３、４回に分けて発送する。発送準備は終わっていて、４月から７月までの分は発送済み。集合契約の情報が細かく入ってこない。制度が変わり市民も困っている状況。
＊　川又委員：政管健保の場合、東京についてはまだ集合契約の締結に至っていないが、７月１４日に事業主を通じて、被扶養者に案内を送付している。希望者から申請いただいて、再度受診券を交付する。かなり、被保険者、被扶養者の方から照会が来ている。
＊　近藤委員：明日、再度、地区医師会の担当理事会を開催する。集合契約の締結に向けて進めていきたい。集合契約を結んだにもかかわらず、契約書どおりに進まないということが、全国で起きている。慎重に動いた上で、データの電子化や窓口での自己負担金の計算方法、また、地域住民の健診結果データの活用等について、国に意見発信していきたい。また、糖尿病の発症者について、メタボリックシンドロームに起因した糖尿病の発症は約半分で、それ以外は、特定保健指導の対象とならない、ＢＭＩが２５未満または腹囲が基準値未満の人たちの中から発症する。その中から合併症を併発する人がいるということを忘れてはならない。
さらに、「特定保健指導」と「保健指導」という言葉をしっかり使い分けないといけない。お話ししたように半分以上の方は、リスク保有者であっても特定保健指導の対象者とはならないので、保健指導もしくは医療で対応する必要がある。特定保健指導ばかりに目を向けていてはいけない。

＊　内藤委員：医師会としては、できるだけ今までと同様のスタイルで健診を実施できるようにという考えで進めてきている。家族については、保険者が行う特定健康診査の対象者である一方、地域の住民であるため、区市町村が行う各種検診の対象者でもある。そのため、いくつもの法律に基づく健診を現場で実施していかなければならず、非常に難しく、手間取った。特定健康診査については、各区市町村と地区医師会との間で、ほぼ合意されてきているので、これから進んでいくと思う。ただ保健指導に関しては、問題点が多いのではないかと感じている。

＊　金田委員：荒川区は、衛生部門が各種健診を委託を受けて行っている。国保の特定健康診査、後期高齢者健診、生活機能評価を地区医師会にお願いし、７月から実施。今後データの分析方法をどうするか、また、特定保健指導が上手くいくのか等、今年は様子を見ながら実施している。３０歳代対策にも取り組んでいかなければいけない。年度末に東京都全体の結果と課題について、区市町村にフィードバックしていただければありがたい。

→　河原座長：糖尿病が注目され、特定健康診査・特定保健指導に目が向けられがちだが、脂肪肝やたばこ等、ほかの問題もあるので、もう一度、全体の健診や保健指導の中で、位置づけていく必要がある。

＊　杉田委員：７５歳以上の方の健康診査は、広域連合が区市町村に委託して実施している。今年度、保健事業の検討委員会を設置し、そこで高齢者にふさわしい健診事業のあり方や保健事業について、検討する予定である。

→　河原座長：いろいろな分野の方からご意見いただき、特定健康診査・特定保健指導やメタボリックシンドローム対策の課題が見えてきたと思うので、その課題を、ぜひ都から国に上げていって欲しい。

＊　飯山委員：今年度の特定健診・保健指導検討部会の開催スケジュールについて、年度末に１回ということだが、もう少し前に実施状況をある程度把握し、問題点の抽出を早め、必要なことは国に申し入れ、区市町村の予算措置等を伴うことについては、区市町村に早めに伝えなければいけない。そのため、検討の機会をもう少し早く１回設けていただきたい。

→　事務局　：いただいた課題については、東京都でも精査し、東京都で対応すべきものは対応方法を決定し、制度上の問題等については、国に要望を上げていきたいと考えている。開催時期等については、座長とも相談させていただき、また、課題については特定健診・保健指導検討部会だけではなく、関係の皆様方からも情報をいただきながら、検討していきたい。

〔事務局説明〕
　・「がんの予防」の今年度の都の取組について説明。

〔質疑〕
＊　近藤委員：喫煙率の指標が、「成人」と「中学１年生」であるが、喫煙者のおよそ９割がおそらく高校生のうちに喫煙している。中学生から高校生の間で喫煙させないことが重要。教育庁と連携して、取り組むことはできないか。
→　寺西委員：都立高校では、３年程前から敷地内を禁煙としているが、公立中学校で吸いはじめた生徒が都立高校に入って吸って捕まるというようなケースもある。敷地内の完全禁煙化を指標とし、取組を推進し、社会全体でたばこを吸わない体制に持っていくのがよいと思う。

＊　河原座長：企業のがん検診について、大企業のがん検診実施率は４０％から６０％であるが、従業員の受診率が約１０％と低く、問題になっていると思う。東京商工会議所では企業のがん検診の実態や問題点を、把握しているか。

→　関口委員：そういった調査は行っていない。確かに低いと思うが、やはり中小企業だと、時間がとられることと、コストの問題の二つが大きな要因ではないか。

→　河原座長：今後、実態調査を行った結果、有意義な対策を講じているところがあれば、報告いただきたい。

→　錦戸副座長：おそらく職域では、健康保険組合が、がん検診に対する補助を行い実施しているところが多いと思われるため、今後、企業におけるがん検診の調査を行うときには、企業と健康保険との連携や、商工会議所・商工会では、中小企業が集まってスケールメリットで契約する等、連携によりがん検診が実施されるように、そのあたりを重点に調査していただければよいかと思う。

→　河原座長：がん対策については、実態調査結果を踏まえ、また論点をきちんとまとめて、政策に反映していただきたい。

〔事務局説明〕
　・「こころの健康づくり」の今年度の都の取組について説明。（産業労働局の取組については、伊藤委員より説明）
〔質疑〕

＊　河原座長：メンタルヘルスの相談件数が増えている原因や理由を把握しているか。

→　伊藤委員：さまざまな状況を見ると、リストラで特定の人に業務が集中しているということ、ノルマが課題になってプレッシャーとなってしまっていること、またパワーハラスメントという原因分析をしている。

＊　花房委員：東京労働局で、従業員の健康状況等のアンケート調査を行うと、半分以上の企業が、従業員のメンタルに発症の懸念があるという回答をしており、メンタル対策が非常に重要だと思っている。また、メンタル対策を企業が取りにくいのはなぜかという質問では、やはりメンタルの専門家がなかなかいないという回答をしているところが多かったので、専門家等を派遣する取組ができればよいと思う。

＊　村上委員：東京産業保健推進センターでは、産業保健関係者を対象に、研修や各種相談、社員教育用ビデオ・図書の貸出を実施している。また、メンタルについては、対象者を分けて、メンタルヘルス指針等の研修を実施。さらに、企業のメンタルヘルスの相談を実施している有料機関について、申請に基づき、国の定める基準に合致する相談機関を労働者健康福祉機構のホームページに登載し、それを各企業にご利用いただくという事業を、今年度から厚生労働省からの新規の受託事業として実施している。

→　内藤委員：「こころの健康づくり事業」は、医師会が地域産業保健センターの事務局となって、都と相談して実施しているが、なかなか広がらない。産業保健推進センターには相談員が結構な数いるので、そういう面でも各地域からの相談を受けつけられると思う。産業保健推進センターについて、もう少し啓発していければよい。
→　錦戸副座長：こころの健康づくりの取組について、本来であれば、ストレスを増大させない職場環境づくりや働き方が必要。個人のストレス対処だけを目指してもやはりよろしくない。東京労働局や職域と連携し、一緒に職場の環境づくりや良い働き方づくりを目指すということも常に頭に置いておいた方がよい。

→　河原座長：メンタルの問題は、地域・職域の接点になるので、連携を図ってほしい。

〔事務局説明〕
・都立学校における健康づくり推進計画について説明（寺西委員より説明）
〔質疑〕
＊　内藤委員：私立学校も含めて、東京都全体での取組が大切。生活文化スポーツ局とも連携を図り、取組を東京都全体に広げて欲しい。

＊　加藤委員：この計画の施設体系図中に「児童・生徒」を対象とした東京都教育委員会の取組が書かれているが、これは、区市町村立の学校も対象として位置づけていると考えていいのか。それとも、いわゆる養護学校などの小学部を持っている都立学校だけに限定して考えているのか。

→　寺西委員：都立の特別支援学校における幼稚部、小学部の児童・生徒を対象としている。教育庁内で組織改編をし、地域教育支援部を設置した。ここで公立学校全体に対する健康づくりを含め、いろいろな計画等を今後進めていきたいと思っている。

＊　錦戸副座長：学校には教職員と生徒がいるため、両者を連動させた健康づくりの視点を取組に取り入れていくとよいのではないか。

→　寺西委員：すべての都立学校に、学校医と産業医を置いている。子どもと職員について、教育庁の所管部署が分かれているということもあるが、教職員は一般の企業の労働者以上に、メンタルヘルスの問題等出ているので、今後の施策につなげたいと思う。
※　次回の会議は２１年２月または３月頃を予定している。後日、日程を調整する。
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